農用地区域からの除外の要件 （法第13条第2項に基づく場合）
農用地等以外の用途に供することを目的として農用地区域内の土地を農用地区域から除外するために行う農用地区域の変更は、優良農地を確保し、また、地域の営農環境等に支障を及ぼさないなどの観点から、次に掲げる５つの要件のすべてを満たす場合に限り、これを行うことができます。

【 除外の５要件 】





１　農用地以外に供することが必要かつ適当であって、農用地区域以外に


代替すべき土地がないこと


地域の土地利用の状況からみて、不要不急の用途に供するものでなく、かつ、通常必要と認められる規模であること


農用地区域以外において代替する土地（自己所有地以外も含む）がないこと





２　農業上の効率的かつ総合的な利用に支障を及ぼすおそれがないこと


周辺部の営農環境に支障がないこと


農地等の集団性を損なうものでないこと


土地利用の混在が生じないこと


　


　３　農業担い手等の農用地の利用集積に対し支障がないこと


認定農業者等の農業担い手の農業経営改善計画の達成に支障が無いこと


農業委員会による農地のあっせん等が行われていないこと





４　土地改良施設の有する機能に支障を及ぼすおそれがないこと


ため池、農業用用排水路等の毀損や用排水の停滞、汚濁水の流入等が


生じないこと





５　農業生産基盤整備事業完了後８年を経過しているものであること


土地改良事業実施中、又は、工事完了公告後８年未満ではないこと





　（除外できない例）


農用地区域以外に替えできる土地がある場合


農地転用など開発に関係する他の法律の許可が下りる見込みがない場合


まとまりのある農地の中央部の除外


虫食い的な除外

















